
1．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法

(3) 固定資産の減価償却の方法

建物・・・・・・・・・・定率法

構築物・・・・・・・・・定率法

車両運搬具・・・・・・・定率法

什器備品・・・・・・・・定率法

ソフトウェア・・・・・・定額法

(4) 引当金の計上基準

貸倒引当金・・・・債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績をもとに算出した貸倒実績率に

　　　　　　　　　より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

(5) 消費税等の会計処理

税込方式

2．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

・土地 117,234,298 0 0 117,234,298

・建物 43,396,004 0 3,024,029 40,371,975

・構築物 564,533 0 112,905 451,628

・車両運搬具 831,062 0 368,821 462,241

・什器備品 5,273,421 3,212,000 2,712,041 5,773,380

・電話加入権 42,000 0 0 42,000

・ソフトウェア 90,721 1,202,300 291,103 1,001,918

・退職給付引当預金 44,540,600 4,490,000 0 49,030,600

・緊急輸送対策積立預金 12,500,000 100,000 0 12,600,000

・近代化基金 1,166,833,423 510,927 0 1,167,344,350

　普通預金 1,833,423 510,927 0 2,344,350

　定期預金 5,000,000 0 0 5,000,000

　有価証券 1,160,000,000 0 0 1,160,000,000

・会館運営基金 476,500,000 34,000,000 0 510,500,000

　普通預金 0 2,200,000 0 2,200,000

　定期預金 6,500,000 11,800,000 0 18,300,000

　有価証券 470,000,000 20,000,000 0 490,000,000

・記念事業積立預金 4,000,000 0 0 4,000,000

・事業運営積立預金 5,000,000 0 0 5,000,000

・青年部会活動預金 375,657 6 0 375,663

・矢板TS運営現預金 4,152,917 410,059 0 4,562,976

合　　　計 1,881,334,636 43,925,292 6,508,899 1,918,751,029

財務諸表に対する注記

退職給付引当金・・役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、当事業年度末において
　　　　　　　　　発生していると認められる額を計上している。



3．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。

科　　　目 当期末残高
(うち指定正味財産か

らの充当額)
(うち一般正味財産か

らの充当額)
(うち負債に対応する

額)

特定資産

・土地 117,234,298 117,234,298 0 0

・建物 40,371,975 40,371,975 0 0

・構築物 451,628 451,628 0 0

・車両運搬具 462,241 462,241 0 0

・什器備品 5,773,380 5,773,380 0 0

・電話加入権 42,000 42,000 0 0

・ソフトウェア 1,001,918 1,001,918 0 0

・退職給付引当預金 49,030,600 0 0 49,030,600

・緊急輸送対策積立預金 12,600,000 7,600,000 5,000,000 0

・近代化基金 1,167,344,350 1,167,344,350 0 0

　普通預金 2,344,350 2,344,350 0 0

　定期預金 5,000,000 5,000,000 0 0

　有価証券 1,160,000,000 1,160,000,000 0 0

・会館運営基金 510,500,000 500,000,000 10,500,000 0

　普通預金 2,200,000 2,200,000 0 0

　定期預金 18,300,000 7,800,000 10,500,000 0

　有価証券 490,000,000 490,000,000 0 0

・記念事業積立預金 4,000,000 0 4,000,000 0

・事業運営積立預金 5,000,000 0 5,000,000 0

・青年部会活動預金 375,663 0 375,663 0

・矢板TS運営現預金 4,562,976 4,562,976 0 0

合　　　計 1,918,751,029 1,844,844,766 24,875,663 49,030,600

4．固定資産の取得価額、減価償却累計額、減損額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額、減損額及び当期末残高は次のとおりである。

科　　　目 取得価額 減価償却累計額 減損額 当期末残高

・建物 240,910,997 185,410,354 9,819,185 45,681,458

・構築物 9,160,990 8,265,159 444,202 451,629

・車両運搬具 12,151,332 11,033,664 0 1,117,668

・什器備品 37,644,328 29,606,719 1,979,450 6,058,159

・ソフトウエア 2,336,300 1,334,381 0 1,001,919

合　　　計 302,203,947 235,650,277 12,242,837 54,310,833

5．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

・利付商工債券 1,190,000,000 1,190,000,000 0

・日本高速道路保有･債務返済機構債券 100,000,000 93,740,000 △ 6,260,000

・国際協力機構債券 50,000,000 48,435,000 △ 1,565,000

・栃木県公債券 100,000,000 99,815,600 △ 184,400

・東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ債券 210,000,000 205,649,000 △ 4,351,000

合　　　計 1,650,000,000 1,637,639,600 △ 12,360,400

6．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

内容 金額

経常収益への振替額

　減価償却費計上による振替額 6,508,591

　使途制約解除による振替額 730,955,936

経常外収益への振替額

　目的達成による指定解除額 308

合　　　計 737,464,835


